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資料１ 

脱炭素化に向けた県の取組について 

 

１ 基本的な考え方 

○ 地球温暖化の進行が世界共通の課題となる中、国は、「２０５０年カーボ 

ンニュートラル」、２０３０年度における温室効果ガス排出量の４６％削減 

といった高い目標を掲げ、経済社会全体の大規模な変革に取り組むこととし 

ており、本県としてもこれと整合を図りながら、県政のあらゆる分野にわた 

り、脱炭素社会の実現に向けた取組を加速することが必要 
 
○ とりわけ産業部門・工業プロセス部門の温室効果ガス排出割合が全体の約 

 ７割を占め、全国の約２倍と高い本県にとって、脱炭素化社会の実現に向け 

ては、産業分野での脱炭素の取組が極めて重要であり、県議会特別委員会の 

要請を踏まえ、本県産業の国際競争力の維持と更なる成長につながるよう、 

本県の強みを活かしながら脱炭素化の取組を強化 

 

○ これらの対応に当たっては、国の動向や産業をはじめとする地域の実情等

を十分に踏まえつつ、本県における温室効果ガス排出量の適切な削減目標を

再設定するとともに、これを達成するための具体的な取組事項とロードマッ

プを提示し、官民を挙げた推進体制の下、連携・協働による取組を総合的か

つ計画的に推進 

 

 ２ 新たな計画の策定 

新 やまぐち未来維新プラン 
 
       脱炭素社会の実現に向けた取組全体の基本的な方向性（視点）、「３つの維新」 

       における重点施策等                  《総合企画部》 
 

山口県地球温暖化対策実行計画 ※Ｒ３.３月改定 ⇒ 再改定 
 
       県政各分野にわたる温室効果ガス排出量の削減目標の設定とこれを達成する 

       ための施策、気候変動の影響に対する適応策       《環境生活部》 
 
 

新 やまぐち産業脱炭素化戦略（仮称） 
 
       産業分野における事業者の脱炭素化の取組を促進するための総合戦略とアク 

       ションプラン（コンビナート低炭素化構想を核に構成）  《産業戦略部》 
 

新 やまぐちコンビナート低炭素化構想 
 
       産業分野の中でも温室効果ガスの排出割合が大きいコンビナート企業の脱炭 

       素化に向けた取組を進めるための構想          《産業戦略部》 
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３ 推進体制の整備 

 ○ 県政各分野の取組を総合的に進行管理する全庁組織として、現行の山口県

環境政策推進会議を「山口県環境政策推進本部」に改組し、知事を本部長と

して体制を強化するとともに、特に産業分野での取組を重点的に推進してい

くため、新たに同本部内に「産業脱炭素化推進部会」を設置 

 

 ○ 新たな部会の事務局を担い、産業分野での取組を総括的にマネジメントす

る当面の部署として、新たに産業戦略部内に「産業脱炭素化推進室」を設置 

 

 ○ 官民連携による全県的な取組の推進母体については、環境やまぐち推進会

議や山口県コンビナート連携会議など、関係する現行組織を活用し、必要に

応じて体制強化を図る。 

 

 【推進体制図】 

  山口県環境政策推進本部  （事務局：環境生活部） 
 

本部長：知事、副本部長：副知事、本部員：公営企業管理 

者、教育長、警察本部長、各部局長等 
 
    ○気候変動に対する県政各分野の関連施策の総合的推進 

    ○環境の保全と創造に係る施策の総合調整・進行管理 

    ○県庁エコオフィス実践プランの進行管理 等 
 

  産業脱炭素化推進部会  （事務局：産業戦略部） 
 
      部会長：副知事、部会員：関係部局長等 
 
      ○産業分野における脱炭素化の取組の重点的推進 
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４ 今後のスケジュール 

区  分 ５月 ６月    ９月    11月    ２月 

新

た

な

計

画

の

策

定 

新未来維新プラン    ○骨子案 → ○素 案 → ●最終案 

地球温暖化対策実行

計画 

 

 ○フレーム案              ○素 案 → ●最終案 

(削減目標設定) 

新産業脱炭素化戦略 （着手）     ○骨子案 → ○素 案 → ●最終案 

新コンビナート低炭

素化構想 
   ○中間案 → ●最終案 
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